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国際総合科学部 
   保 護 者 各位 
 

国際総合科学部学務係 
 

国際総合科学部短期語学研修支援制度について 
 
 
 本ページでご案内しております「国際総合科学部教育後援会」へのご加入に伴い、助成事
業の一環として「フィリピン短期語学研修」の費用助成（国際総合科学部短期語学研修支援
制度）をご利用いただけます。 

ご入学後に説明会を実施の上、申請希望者より各種関係書類をご提出いただきます。事前
に準備を進めていただくことで手続きの円滑化を図ることができますので、何卒ご承知お
きください。 
 

記 
 
 
【添付書類】 
①短期語学研修支援制度について（要項） 
②各種様式  

※雇用証明書は、お勤めの会社で証明いただくものになります。 
 
 
 
 



国際総合科学部短期語学研修支援制度について      
   

本制度は、国際総合科学部（以下「本学部」）学部生が１年次に実施している海

外短期語学研修（以下、「１年次語学研修」）について、経済的理由により受講が

困難な学生に対して、本学部教育後援会の支援により、受講費用の補助を行うもの

である。 

 

１．申請資格 

   本学部１年生のうち、経済的理由により１年次語学研修の受講が困難な者で、

独立行政法人日本学生支援機構第一種奨学金の家計基準に該当する者。また、申

請時点で本学部教育後援会へ加入済の者。 

 

２．支給金額 

   １年次語学研修受講料の半額程度（を基準とし、申請者数や提出された全体の

家計状況により、前後することがある。また、返還は要しない。 

 

３．支給人数 

   5 名程度 

 

４．申請手続 

   国際総合科学部学務係に以下の書類を提出すること。 

   (1) 申請理由書（様式１） 

   (2) 保護者同意書（様式２）  

   （3）生計を維持する者全員の雇用証明書（別紙様式）各 1通 

   (4) 最新の確定申告書（写） 

   (5) 年金支払通知書など、受給金額が分かるもの 

   (6) その他、本学部が提出を指示した書類等（別途指示があった場合のみ） 

 

 ※上記(4)、(5)は、確定申告をしている者、年金受給者（老齢、障害、遺族等）に

限る。その場合、(3)の雇用証明書の提出は不要とするが、年金受給者で給与収入が

ある場合は（3）も合わせて提出すること。 
 

５．申請時期 

   本学部が指定する期限まで。ただし、やむを得ない事情であると本学部が認め

た場合は、上記期間後の申請を受け付ける。 

 

６．選考方法 

   上記４．の提出書類をもとに、学部長が決定する。 

 

７．その他 

   申請書類の記載内容等が事実と異なることが判明した場合、支給取り消しや、

支給額の返還を求めることがある。 

 

８．連絡先等 

本制度・語学研修に関する問合せ及び書類提出先 

：国際総合科学部学務係（083-933-5289） 



（様式１） 

 

国際総合科学部短期語学研修支援申請書 

 

 

   国際総合科学部長  殿 

申請者 

 学籍番号 

                        氏  名 

   以下のとおり申請いたします。 

 

申請理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修受講にあたっての目標及び受講後の抱負 

 

 

 

 

 

 

 

 

  できるだけ具体的に記載してください。 

  裏面「申請者の家族構成」も漏れなく記載してください。 

  なお、研修の目標・抱負については、その達成を支給の条件とするものではありません。 

 

 

      年  月  日 

 

                  本人署名                      

 



≪年間収入≫ 

  給与所得者は、別紙「雇用証明書」に記載の金額を記入してください。 

  給与所得外者は、確定申告書（写）を提出し、そこに記載された所得金額を記入してください。 

  年金（老齢、障害、遺族等）受給者は、受給額が分かるものを提出し、年間受給額を記入してくださ

い。 

  学生（本人、兄弟含む）のアルバイトの収入は記入不要です。ただし、例えばパート勤務をしている

母がいる場合は、母のパート先より別紙「雇用内容証明書」を証明してもらい、提出してください。 

 

  申請者の家族構成（生計を一にしている者のみ記載してください） 

氏  名 

申請

者と

の 

続柄 

年

齢 

職  業 

（勤務先、学校名（国・公立/

私立の別）） 
年間収入 

同居・別居 

（主たる家計支持

者から見た場合） 

 本人  山口大学   

      

      

      

      

      

      

   

下記事項について該当がある場合は☑を入れてください。 

 

□ 申請時時点で主たる家計支持者が無職無収入である。 

（↑該当する者の氏名                            ） 

□ 母子又は父子家庭である。 

□ 家族に障がい者がいる。 

（↑該当する者の氏名                            ） 

□ 家計支持者が別居している。（例：単身赴任等） 

（↑該当する者の氏名                            ） 

     

 

本申請書に記載された事項については、短期語学研修支援の選考資料としてのみ使用し、第三者への

提供等はいたしません。また、申請内容等が事実と異なることが判明した場合は、支給の取り消し又は返

還を求めることがあります。 

 

 

 



 

 

 

 

申請者の家族構成（生計を一にしている者のみ記載してください） 

氏  名 

申請

者と

の 

続柄 

年

齢 

職  業 

（勤務先、学校名（国・公立/

私立の別）） 
年間収入 

同居・別居 

（主たる家計支持

者から見た場合） 

国際太郎 本人 19 山口大学 0 別居 

国際父 父 50 広島造船所 530 万円 同居 

国際母 母 47 広島郵便局（パート） 130 万円 同居 

国際兄 兄 21 岡山大学経済学部（国立） 0 別居 

国際妹 妹 16 広島私立高等学校（私立） 0 同居 

国際祖父 祖父 70 無職（年金受給） 120 万円 同居 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入例 



（様式２） 

 

国際総合科学部短期語学研修支援同意書 

 

 

   国際総合科学部長  殿 

 

                     保護者住所 

 

                     保護者氏名 

 

                      学生氏名 

 

 

   このたび、国際総合科学部短期語学研修支援の申請にあたり、当該学生の保護者として 

研修受講に同意すると共に、申請書の記載事項に間違いがないことを確認しました。 

   万一、申請書類の記載内容等が事実と異なることが判明した場合、支給の取り消し、支 

  給額の返還等、学部の求めに対し異議申し立ていたしません。 

 

 

 

 

      年  月  日 

 

               保護者署名・押印                  印 



 

雇 用 内 容 証 明 書               
 

 氏       名  

 雇 用 年  月  日    昭和 ・平成・ 令和   年   月   日 

 社会保険適用の有無      有  ・  無 

 

 

 

賃 金 ・ 勤 務 形 態 等           

月 給 制      月額       円 

日 給 制      日給       円，月   日間勤務 
 平均月額       円 

時間給制  時間給    円，１日  時間・週  時間勤務， 
 平均月額       円 
毎月   日締め・（翌月・当月）   日払い 

 
手当等 

 交通費  □有：月額       円，  □無 

 賞 与  □有                   円，   □無 
 その他  □有：内容（          ） 

    月額       円，    □無 

雇用期間予定がある場合 令和    年   月   日まで 

  雇用期間更新予定の有無 有 ・ 無  
  過去１年間の月別支払内訳（令和 ８年 １月 ～ 令和 ８年 １２月分まで） 

   賃   金   交 通 費   賞  与   そ の 他 

１２月分     

１１月分     

１０月分     

９月分     

８月分     

７月分     

６月分     

５月分     

４月分     

３月分     

２月分     

１月分     

 合  計                円             円               円              円 

  支  払  総  額                 円 

   ＊賃金欄には「税控除前の金額」を記入してください。 
 
 上記のとおり相違ないことを証明します。 
 
       令和  年  月  日 
 

                                 事業所名                      
                                証 明 者                                     印 


